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BRBs is effective for restraining the residual deformation and the 
distribution of damage to whole structure. On this paper, the non-linear 
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１．序

国内のみならず海外においても既存 RC 建物の耐震性能の向上は

大きな課題となっており，弾塑性ダンパーを用いた制振改修 1)の適

用も検討され始めている。海外の既存 RC 架構の耐力は日本に比べ

低いため，筆者ら 2)は耐震改修における目標層間変形角を RC 架構

の塑性化を許容した 1/150 とし，座屈拘束ブレース（BRB）の周囲

に弾性要素として機能する鉄骨フレーム（付加弾性骨組）を導入す

ることで，主架構の残留変形や特定層への損傷の集中を抑制する改

修構法を提案し，その妥当性を解析的に検討した。また既論 3)では

トルコの既存 RC 架構を模した実大に近い 1 スパンの RC フレーム

を対象とした制振改修の適用実験により，改修の目標層間変形角

1/150 において BRB による十分なエネルギー吸収がなされ，概ね既

存 RC 架構の使用継続性が保たれることを確認した。なお，低強度

コンクリートを用いた建物は提案手法の想定範囲外としている。

既往実験 3)において，モルタル・アンカーで構成される接合部と

付加弾性骨組の合成効果による剛性・耐力の上昇がみられ，耐震改

修指針 4)による計算値を大きく上回った。しかし，こうした部材の

合成効果が耐震改修架構全体の耐震性能に及ぼす影響は分かってい

ない。また地震時に改修建物において部材の合成効果が各層でばら

つく場合，改修架構の剛性が層方向に偏在することで特定の層へ損

傷集中が生じ改修建物の耐震性能に悪影響を与える可能性がある。

本論では既往実験の結果に基づいて部材の合成効果を非線形の復

元力特性によりモデル化し，トルコの既存 RC 建物を想定した多質

点せん断モデルに組み込んで時刻歴応答解析を行うことで，部材の

合成効果が改修架構の応答値に与える影響を分析する。また多層構

造物各層において部材の合成効果がばらつく場合において，改修架

構の地震時応答を最悪化する層剛性分布である最悪ケースを遺伝的

アルゴリズムにより探索し，得られた最悪ケースの応答評価を行う

ことにより，部材の合成効果のばらつきが改修架構の耐震性能に与

える影響について分析する。最後に分析結果を踏まえて最悪ケース

における応答の低減に必要な部材量を調査する。

２．部材の合成効果を考慮した制振改修架構の応答評価

本章では既往の改修設計法 2)に基づき設計された制振改修建物を

表現した多質点モデルを対象として，実験で得られた部材の合成効

果を考慮した時刻歴応答解析を行い，合成効果が架構全体の応答値

に与える影響について分析する。 

2.1 部材の合成効果を考慮した復元力特性の設定 

付加弾性骨組の復元力特性として，図 1 に示す既往の 1 スパン制
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図 1 トルコの既存 RC 建物に対する制振改修の適用実験の概要 3)
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図 5 骨格曲線の比較 

図 6 解析モデル 図 7 載荷履歴 

振補強フレームの繰返し載荷実験 3)において観測された部材の合成

効果を考慮した履歴モデルを設定する。実験においては，図 2 に示

すように付加弾性骨組のせん断剛性が載荷振幅に応じて次第に低下

する現象がみられた。これは，載荷振幅が小さい時は仮定できた RC 

フレーム，モルタル，付加弾性骨組の平面保持が境界部の滑りによ

り次第に成り立たなくなり，各部材が独立的な挙動を示すようにな

ったためと考えられる。図 2 において付加弾性骨組の剛性割増率 ac
（初期せん断剛性（仮定モデル（図 3 右）・接合部のモルタル非考慮）

に対する各載荷サイクルにおける最大点の割線剛性の比率）は，変

形の増大に伴い低下するものの，水平変形角 2%まで常に acは 1 以

上となっており，部材の合成効果が生じていることが確認できる。 

そこで部材の合成効果によるせん断剛性の増加と載荷振幅の増大

に伴う合成効果の低下及び付加弾性骨組の降伏現象を考慮し，図 4

に示すトリリニア原点指向型の復元力特性により部材の履歴モデル

を設定する。載荷実験により得られた付加弾性骨組とモルタル接合

部の骨格曲線と対応するようにパラメータを決定し，初期剛性時に

おける剛性割増率 aciniを RC フレーム，圧入モルタルと付加弾性骨

組を一体断面とみなした計算値である 7.9 と定め，実験値の骨格曲

線に基づき 1 次剛性低減率 α1=0.25，2 次剛性低減率 α2=0.01，1 次折

れ点の水平変形角 θ1=0.15%，2 次折れ点の水平変形角 θ2=1%と決定

する。図 5 に既往試験 3)における付加弾性骨組とモルタル接合部の

骨格曲線（実線）と設定したトリリニアの近似曲線（点線）を比較

する。両者は概ね対応しており，設定したトリリニアの骨格曲線は

概ね妥当といえる。 

2.2 設定した復元力特性の妥当性 

合成効果を考慮した履歴モデルの妥当性を確認するため，構築し

た復元力特性を組み込んだ線材解析モデルを用いた再現解析を行い，

実験値との対応を確認する。解析モデルは図 6 に示す短軸ばねで構

成される線材モデルとし，付加弾性骨組の梁は剛棒，柱はせん断ば

ねに単純化してモデル化する。せん断ばねの復元力特性として図 5

に示した骨格曲線を有するトリリニア原点指向型の復元力特性を適

用する。RC 部材は材端曲げばね，BRB は塑性化部のみ軸ばねとし

弾性部及び接合部は剛域とする。また復元力特性はそれぞれトリリ

ニアの Takeda モデル 5)，実験で得られた芯材降伏後の歪硬化率 0.05

を考慮したバイリニアモデルとする。既存 RC 架構と補強部材の接

合部は文献 6)を参考にして，アンカーのせん断伝達機構を模擬した

剛塑性のせん断ばねと補強部材のパンチング効果を考慮した圧縮弾

性の軸ばねを集約要素として配することによりモデル化する。既往

実験 3)の載荷履歴（図 7）を用いた水平載荷時の試験体の履歴ルー

プに関して図 8 に実験値と解析値を比較する。図 8(a)より設定した

付加弾性骨組の履歴モデルは水平変形角 2%まで 20%以内の精度で

概ね適切に実験結果を評価することがわかる。一方，図 8(b)より，

BRB を導入した場合水平変形角 1%以上でやや評価精度が低下する

が，これは水平変形の増大に伴い BRB の歪硬化率が解析における設

定値（0.05）に比べ低下したためと考えられる。 

2.3 部材実験に基づき設定した復元力特性の適用範囲 

 既往実験の結果をもとにモデル化した復元力特性を，様々な寸法

を有する架構に適用する場合，試験体の寸法と実際の建物 1 スパン

の寸法差によっては，実験で観測された合成効果に基づく部材のせ

ん断剛性の援用が難しい場合があると考えられる。そこで，2.1 節

で設定した復元力特性の適用範囲について検討する。 

 仮に試験体と実建物の部材ディテールが同等で，ともに合成効果

により柱梁の曲げ剛性が EcIc→Ec’Ic’，EbIb→Eb’Ib’に増加する場合，

幅 l，高さ h の試験体の剛性割増率 acおよび形状の異なる幅 al，高

さ bh の架構の剛性割増率 ac’は，図 3 に示すように反曲点高比 0.5

の門型フレームを想定することで，それぞれ式(1)，(2)で表される。

なお式中においてフレーム形状の拡大比率 M=b/aとおく。 
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図 8 実験値と解析値の比較 
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図 2 付加弾性骨組の剛性割増率 acの推移 

図 3 試験体フレームのせん断剛性の計算モデル 
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式(1)，(2)の差をとると， 

  
  

 

1 b b c c b b c c
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 式(4)より既往実験 3)に用いた試験体とアスペクト比が等しい架構

（a=b（M=1）），または合成効果による柱梁の曲げ剛性の増加率が等

しい改修架構（EbIb：EcIc= Eb’Ib’：Ec’Ic’）において，試験体と同等の

部材ディテールを有していれば，本論で実験に基づき設定した復元

力特性のパラメータが適用可能といえる。解析では上記の条件の成

立する範囲を想定し，提案する復元力特性を直接適用する。  

2.4 部材の合成効果を考慮した時刻歴応答解析  

部材の合成効果をモデル化した復元力特性を組み込んだ多質点せ

ん断モデルの時刻歴応答解析を行い，部材の合成効果が制振改修架

構全体の応答値に及ぼす影響を分析する。 

対象モデルとして図 9 に示すトルコの既存 RC 造学校校舎を模し

た 5 層立体モデルの長手方向の増分解析により得られた多質点モデ

ル（表 1）と多質点モデルの 1～4 層の剛性および耐力を低減させた

低剛性モデル（1L～4L モデル）を設定する。また 5 層モデルと同レ

ベルの耐力水準を有する 9 層モデル（表 2）を合わせて設定する。 

筆者ら 2)は等価線形化法に基づき耐震改修における目標層間変形

角 1/150 における RC 架構，付加弾性骨組，弾塑性ダンパーの割線

剛性，履歴ループを評価し，応答スペクトル法による応答予測を適

用することにより，層間変形角一定法 7)を用いて制振改修における

各層の必要ダンパー量を決定する改修設計法を提案した。対象 RC

架構に対し同手法に基づき各層のダンパー量を決定した改修モデル

を検討対象とし，耐震改修における目標層間変形角は既報 2)と同様

に 1/150 とする。改修時の付加部材としてバイリニアの復元力特性

を有する弾塑性ダンパー（降伏変形角 1/830）と付加弾性骨組を用

い，両者の剛性比 ksf/kd=γsは文献 2)に基づき各層で一定の 0.05 とす

る。図 10 に設計された改修モデルの一部における各層の設計ダンパ

ー耐力を黒丸で既存 RC 架構の耐力を白丸で示す。対象とする既存

RC 架構の耐力が低いため，各モデルにおけるダンパー耐力／主架

構耐力は 2～3 程度と高くなっていることが分かる。 

時刻歴応答解析においては Newmark-β法 8)（平均加速度法，β=1/4）

を用い P-Δ 効果は考慮しない。入力地震波は BCJ-L2 とし，減衰は

初期剛性比例型減衰 h=0.03 とする。せん断ばねの復元力特性として

RC 架構はトリリニアの Takeda モデル 5)，付加弾性骨組は合成効果

(3) 

(4) 

図 11 改修設計解の応答値（合成効果考慮・非考慮） 

(c)5 層-2L モデル 
図 9 改修対象モデル（トルコの RC 造学校校舎 2）） 

(d)9 層-S モデル 

(a)5 層-S モデル (b)5 層-1L モデル 

(c)5 層-2L モデル 

図 10 改修モデルの設計内容 
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5 377.8 1700 540 15
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2 1077.8 4850 1182 15
1 1222.2 5500 1182 15

初期剛性

K fi

(kN/mm)

降伏耐力

Q fyi

(kN)

層質量

Wi

(t)

降伏変形

δ yi
(mm)

9 572 3208.92 1940 23
8 714 4648.14 3880 23
7 847 6072.99 3880 23
6 975 7371 3880 23
5 1100 8514 3880 23
4 1219 9252.21 3880 23
3 1324 9810.84 3880 23
2 1421 10188.57 3880 23
1 1513 10575.87 3880 23
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を考慮しない場合弾性とし，考慮する場合は 2.1 節で設定した非線

形のトリリニアモデルを用いる（いずれも γs＝0.05）。また弾塑性ダ

ンパーは歪硬化率 0.05 を考慮したバイリニアモデルとする。各モデ

ルの最大・残留層間変形角の一部を図 11 に示す。図中実線が合成効

果考慮の場合，点線が合成効果非考慮の場合を示す。図より付加弾

性骨組接合部の合成効果を考慮した場合，各層において非考慮の場

合に比べ最大応答値がやや低減し，各層で平均 2 割程度応答値が低

減する傾向がみられる。5 層モデルにおいては合成効果による残留

応答値の低減もみられる。また，改修モデルにおいては部材の合成

効果の考慮非考慮に関わらず，最大層間変形角は概ね改修目標層間

変形角 1/150 にあり，残留層間変形角は建物の使用継続性を確保す

る 1/1000 以下 9)となっており改修設計は妥当といえる。以上より骨

組に導入した制振ユニット全体において既往実験に近い条件での部

材の合成効果が生じる場合，改修の目標変形までの載荷振幅におけ

る層剛性の増加に伴い，各改修モデルにおいて架構全体の応答値が

やや低減し構造物の耐震性能が向上するといえる。 

 

３．合成効果発現の不確定性を考慮した最悪ケース解析  

2 章では多層構造物に導入した全ての改修部材が各層で同程度の

合成効果を発揮すると仮定し応答評価を行った。しかし，実際には

各箇所において部材の合成効果の程度がばらつくことにより改修架

構の剛性が偏在し，特定の層への損傷集中が生じる可能性がある。

そこで本章では最適化アルゴリズムを用いた最適化手法により，部

材の合成効果のばらつきを考慮した場合に改修後の架構の応答値を

最悪化する最悪ケースを探索し，合成効果の偏在が改修架構の耐震

性能に与える影響に関して分析する。 

3.1 探索手法の概要 

既往文献 10)において，ある設計変数 x に変動領域 Ω の範囲で不

確定変動 θが生じる場合の最悪地震時応答 gmax(x)は式(5)のように定

式化され最悪ケース解析と定義されている。 

   max : maxg g





 x x  

本検討では制振改修における各層のダンパーおよび主架構のせん

断耐力・剛性は固定の設計変数 x とし，各層のダンパー剛性に対す

る付加弾性骨組の剛性比 γsを合成効果の生起に依存する不確定な設

計変数 θとして変動させることで解析を行う。目的関数 g としては

最悪地震時応答に加え層への損傷集中度を検討し，式(5)を満たす不

確定変動 θをそれぞれ最悪ケースと定義する。 

既報 11)では遺伝的アルゴリズム（GA）により多質点モデルの弾

塑性時刻歴応答を評価し，目的関数を最小化する最適化システムを

構築しており，同手法を最悪ケース解析に応用し，図 12 に示す最悪

ケースの探索システムを構築する。前章で扱った改修設計解をモデ

ル化した N 層の多質点モデルにおいて，不確定変動 θとして付加弾

性骨組の剛性を各層でランダムに与えた設計解の応答評価に基づく

適合度関数を GA により評価し最大化する。 

まず、層への損傷集中度 g1 を目的関数とした最悪ケース解析を行

うため，g1 の逆数を最適化計算における目的関数 f1 とし，f1 を最小

化することで g1を最大化する最悪ケースを探索する。この最悪ケー

ス解析（SOP1）を式(6)に定義する。なお yi
max は多質点モデル i 層の

最大応答値を表す。 

 
1

max max1

1

1 1minimize    
1max , 1, ,

N

i i
i

f
g y i N y

N 

 
 

 

次に最大応答値 g2 を目的関数とした最悪ケース解析を行うため，

同様に g2 の逆数を最適化計算における目的関数 f2とし，f2を最小化

することで g2 を最大化する最悪ケースを探索する。この最悪ケース

解析（SOP2）を式(7)に定義する。 

 max
2 2minimize    1 1 max , 1, ,if g y i N     

探索における最適化アルゴリズムとして単純遺伝的アルゴリズム

（SGA）を用い，選択手法はトーナメント手法，トーナメントサイ

ズは 2 とする。交叉は一様交叉を用い，交叉率は 0.4，突然変異率

は 0.01 とする。1 世代の個体数は 5 層モデルで 200 個体，9 層モデ

ルで 400 個体とする。また解の収束条件は 100 世代連続で解の値が

変化しないこととする。GA による最悪ケースの探索難度を下げる

ため θの変動領域 Ωは，γs＝0.05（ac=1）～0.165（ac=3.3）を 8 等分

に離散化し解候補数を限定する。変動領域の上限値は図 2 より耐震

改修の目標層間変形角 1/150 における既往実験の付加弾性骨組の剛

性割増率 ac=3.3 に基づき設定する。全解候補数は 5 層モデルで

85=32,768，9 層モデルで 89=134,217,728 となり，対象モデルの層数

が増えると解候補数は急激に増加する。時刻歴応答解析における解

(6) 
(5) 

(7) 

図 13 最悪ケースにおける付加弾性骨組の剛性分布 

図 12 遺伝的アルゴリズムによる最悪ケースの探索概念 

(a)5 層-S モデル (b)5 層-1L モデル (c)5 層-2L モデル 

(d)5 層-3L モデル (e)5 層-4L モデル (f)9 層モデル 
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析条件および入力地震波は前章と同様とし，付加弾性骨組の復元力

特性は弾性とし，剛性を変化させることで合成効果を考慮する。 

3.2 最悪ケースの探索結果 

最適化計算により得られた最悪ケースにおける付加弾性骨組の剛

性分布を図 13 に示す。対象モデルは解空間が比較的小さいため探索

において概ね 15 世代程度で収束解に至る。図中実線が層への損傷集

中度を目的関数とした最適ケース（SOP1），点線が最大変形層の最

大応答値を目的関数とした最適ケース（SOP2）における付加弾性骨

組の剛性分布を示す。図より，各モデルにおいて 1 層の acが最小値

をとり，他層の acが最大値または最大値に近い値をとる場合，最悪

ケースとなることがわかる。これは，対象とした解析モデルが補強

後において 1 層の変形が最大となるような剛性分布を有していたた

めと考えられる。また SOP1 と SOP2 を比較すると上層でやや SOP2

が SOP1 に比べて小さくなる場合があるものの両者ともに acの分布

形状は概ね一致することがわかる。よって，最悪ケースとなる付加

弾性骨組の剛性分布において，層の損傷集中度と架構の最大変形層

の応答値はともに最大化される傾向があるといえる。 

また最悪ケース解析における全層で部材の合成効果を考慮せず各

層の層剛性が最も低くなる解，すなわち全層で ac=1 となる解が最悪

ケースとして選ばれていない。最悪ケースでは部材の合成効果の偏

在に伴い層への損傷集中度が高まることにより，部材の合成効果が

全く生じない場合に比べても最大変形層の最大応答値が大きくなる

ことを上記の結果は示唆している。 

3.3 最悪ケースの応答値 

多質点モデルの時刻歴応答解析における各改修設計解の最大層間

変形角を図 14 に示す。図中において点線は部材の合成効果が全層で

生じない場合，白丸が全層において付加弾性骨組の剛性割増率

ac=3.3 の合成効果が生じる場合，黒丸が各層の剛性割増率のばらつ

きを考慮した際の最悪ケース（SOP1）の場合をそれぞれ示す。図よ

り全層において同様の合成効果を見込んだ場合，合成効果非考慮の

場合に比べて最大応答値が低減する一方で，合成効果が偏在する最

悪ケースにおいては最大変形層の応答値が合成効果非考慮の場合に

比べ，30%～40%程度増加していることがわかる。また最悪ケース

において最大変形層となる 1 層の最大層間変形角は，制振改修の目

標層間変形角 1/150 を上回っていることが確認できる。 

各改修架構において，部材の合成効果が層方向に均等に分布した

場合に最大変形となる層と最悪ケース時に合成効果が生起しない層

が一致することから，変形が最大となる層と他層の相対的な剛性差

をさらに広げるように部材の合成効果が分布した場合，低剛性層へ

の損傷集中が顕著になることで最悪地震時応答を示すと考えられる。 

以上より，部材の合成効果の架構内における偏在が改修架構の層

剛性分布に悪影響を与えることで最も危険側の分布である最悪ケー

スとなった場合，低剛性層への損傷集中により合成効果を考慮しな

い場合に比べて架構の最大応答値が励起されるといえる。 

3.4 最悪ケースの応答制御 

 合成効果を考慮しない解析において改修架構が最大応答値を示す

層のみ付加弾性骨組の合成効果が発揮されない最悪ケースの応答制

御を行う上では，同層のダンパー設計解を増加させる必要があると

考えられる。そこで，最悪ケースの応答低減に必要なダンパー量を

調査するため最大変形層である 1 層のダンパー量のみを変動させた
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図 14 改修モデルの最大層間変形角 

(a)5 層-S モデル (b)5 層-1L モデル 

(d)5 層-3L モデル (b)5 層-4L モデル (c)9 層モデル 

(c)5 層-2L モデル 

0 0.005 0.01 0.0151

2

3

4

5

最大層間変形角(rad)

層

1/150

最悪ケース
(SOP1)

全層
ac=3.3

全層
ac=1

0 0.005 0.01 0.0151

2

3

4

5

最大層間変形角(rad)

層

1/150

最悪ケース
(SOP1)

全層
ac=3.3

全層
ac=1

0 0.005 0.01 0.0151

2

3

4

5

最大層間変形角(rad)

層

1/150

最悪ケース
(SOP1)

全層
ac=3.3

全層
ac=1

0 0.005 0.01 0.0151

2

3

4

5

最大層間変形角(rad)

層

1/150

最悪ケース
(SOP1)

全層
ac=3.3

全層
ac=1

0 0.005 0.01 0.0151

2

3

4

5

最大層間変形角(rad)

層

1/150

最悪ケース
(SOP1)

全層
ac=3.3

全層
ac=1

0 0.005 0.01 0.0151

2

3

4

5

6

7

8

9

最大層間変形角(rad)

層

1/150

最悪ケース
(SOP1)

全層
ac=3.3

全層
ac=1

0 0.0025 0.005 0.0075 0.01
1

2

3

4

5

最大層間変形角 (rad)

層

原設計
1層30%増加

1/150
ac5=3.3

ac4=3.3

ac3=3.3

ac2=3.3

ac1=1.0
0 0.0025 0.005 0.0075 0.01

1

2

3

4

5

最大層間変形角 (rad)

層

原設計

1層30%増加 1/150
ac5=1.0

ac4=1.0

ac3=1.0

ac2=1.0

ac1=1.0

0 0.005 0.01 0.015
1

2

3

4

5

6

7

8

9

最大層間変形角 (rad)

層

原設計

1層30%増加

1/150

ac4=3.3

ac3=3.3

ac2=3.3
ac1=1.0

ac5=3.3

ac8=3.3

ac7=3.3

ac6=3.3

ac9=3.3

(a-1)最悪ケース時（5 層-S モデル） (a-2)合成効果非考慮（5 層-S モデル）

0 0.005 0.01 0.015
1

2

3

4

5

6

7

8

9

最大層間変形角 (rad)

層

原設計

1層30%増加

1/150

ac4=1.0

ac3=1.0

ac2=1.0
ac1=1.0

ac5=1.0

ac8=1.0

ac7=1.0

ac6=1.0

ac9=1.0

(b-1)最悪ケース時（5 層-1L モデル） (b-2)合成効果非考慮（5 層-1L モデル）

(c-1)最悪ケース時（9 層モデル） (c-2)合成効果非考慮（9 層モデル）

図 15 最大層間変形角の比較（ダンパー量変動，γs固定） 
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パラメトリックスタディを行う。応答解析における解析条件は前節

と同様とし，SOP1 と SOP2 の最悪ケース解析による結果を考慮して，

架構の最下層のみ合成効果が発揮されず，他の層では剛性割増率

ac=3.3 の合成効果が得られる場合を最悪ケースとして想定する。各

層の γsは 0.05 で固定とする。得られた各ケースの応答値を図 15 に

示す。図より，各モデルにおいて，1 層の投入ダンパー量にほぼ比

例する形で 1 層の最大応答値が低減し，本論での対象モデルでは 1

層のダンパー量を 3 割程度増加させた場合，最悪ケースおよび合成

効果が生じない場合の最大応答値は概ね改修における目標層間変形

角 1/150 程度に収まることがわかる。 

 次に設計解におけるダンパー量を固定とし，全層の付加弾性骨組

の投入量を変動させたモデルの応答値を図 16 に示す。投入する付加

弾性骨組のダンパーに対する比率は各層で一律とする。図より，γs
を増やすことで最悪ケースの微小な応答低減が見られるが，1 層の

投入ダンパー量を増加させた場合に比べ変形最大層の応答低減量は

少ない。これは，付加弾性骨組の剛性を高く設定すると，合成効果

の偏在による層方向の付加弾性骨組の剛性の偏在がより顕著となる

ためと考えられる。一方，合成効果を考慮しない場合では最も変形

の大きい下層の応答が低減されており，付加弾性骨組を増やすこと

による架構の損傷分布の均等化が確認できる。 

 

４．結 

本論では，既往の制振改修の適用実験 3)で確認された部材の合成

効果をモデル化し，付加弾性骨組と接合モルタルの合成効果の発現

と各改修部材における合成効果のばらつきが建物の最大応答値に及

ぼす影響に関して分析した。以下に得られた知見を示す。 

1) 既往実験における付加弾性骨組の合成効果を原点指向型トリリニ

 アの復元力特性を有するせん断ばねによりモデル化しその妥当性

 を実験結果と比較することにより示した。 

2) 付加弾性骨組の合成効果をモデル化した復元力特性を制振改修架

 構全体に適用した場合，合成効果を考慮しない場合に比べ骨組

 の最大応答値が各層において平均 2 割程度低減した。 

3)部材の合成効果が各層でばらついて生じる条件下で，最も不利な

 応答値を示す最悪ケースを SGA により探索するシステムを構築

 した。得られた最悪ケースは改修架構において最大変形となる層

 のみ合成効果が発揮されない場合やその近傍の状態であった。 

4) 合成効果が層方向にばらつく際の最悪ケースの最大応答値は合成

 効果が全層で均一な場合に比べて 30～40%程度励起された。最悪

 ケース時の最大変形層のダンパー量を 30%程度増やすことで，最

 大応答値を改修の目標層間変形角程度に抑制できる。 
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